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福島市公共下水道台帳図交付等事務取扱要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、下水道法（昭和33年法律第79号）第23条第３項の規定に基づく、公

共下水道台帳図等の閲覧・写しの交付について、及び、排水設備台帳の閲覧・写しの交

付について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（対象資料） 

第２条 この要綱に基づく閲覧等の対象とする資料（以下「台帳等」という。）は、次の

表に掲げるものとする。 

閲覧・写しの交付 

 

① 公共下水道台帳図 

② 公共下水道施設等に係る図面（都市下水路、農業集落排水

施設等を含む。） 

③ 排水設備台帳 

 

（閲覧等の方法） 

第３条 閲覧等の方法は、次の表に掲げるとおりとする。 

閲覧 

 

①下水道管渠台帳システムにより表示したモニター又は図面に

より行う。 

②排水設備台帳は個人情報を含むため本人以外は閲覧できな

い。ただし、委任状を持参した場合は閲覧できる。 

写しの交付 

 

①下水道管渠台帳システム等から所定の用紙への出力又は図面

の所定の用紙への複写により行う。 

②排水設備台帳は個人情報を含むため本人以外は交付できな

い。ただし、委任状を持参した場合は交付できる。 

 

（閲覧等の場所） 

第４条 閲覧等の場所は、次の表に掲げるとおりとする。 

閲覧 下水道管理課 

交付 下水道管理課 

 

（閲覧等の受付日及び受付時間） 

第５条 閲覧及び写しの交付の受付日及び受付時間は、次の各号に掲げる日を除き、午前

８時30分から正午まで及び午後１時から午後５時15分までとする。 

（１）日曜日 

（２）土曜日 

（３）国民の祝日に関する法律に規定する休日 
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（４）１月２日、同月３日及び12月29日から同月31日まで 

 

（閲覧等の費用） 

第６条 閲覧等の費用は、次の表に掲げるとおりとする。 

閲覧 

 

無料 

 

写しの交付 １枚当り３００円（福島市手数料条例第二条 別表第一の

一証明、閲覧等関係 17 公簿、公文書及び図面の謄本又

は抄本の交付手数料）  

Ａ４版及びＡ３版 単色刷り 

 ２ 第１項の規定にかかわらず、公用及び公共用に使用する者及び上下水道事業管理者

が特に定めた者は交付手数料の負担をしない。ただし、排水設備台帳は除く。（別表

１） 

 ３ 第１項に定めた以外の図面等の交付を請求する場合は、実費の範囲内において上下

水道事業管理者が定める額とする。ただし、排水設備台帳は除く。 

 

（閲覧等の請求方法） 

第７条 閲覧等の請求方法は、次の表に掲げるとおりとする。 

閲覧 

 

閲覧等を行う場所で担当職員へ申し出る。 

写しの交付 公共下水道台帳図等（写し）交付請求書（以下「請求書」様式１）、

委任状（様式２）に必要事項を記入し、第４条に規定する場所で職員

に提出する。 

 

（同意事項） 

第８条 閲覧等の請求をしようとする者（以下「請求者」という。）は、次の各号に掲げ

る事項について同意したうえで、閲覧等を申請するものとする。 

（１）モニターに表示された内容及び台帳等の写しの内容と現地の状況は異なる場合が

あること。 

（２）台帳等の写しは、証明書としての効力を一切有しないこと。 

（３）請求者からの申出により、第２条に規定する台帳等の写しへの追記、削除等の訂

正を行わないこと。 

（４）交付手数料の支払い後に、請求枚数の変更はできないこと。また、既納の交付手

数料は還付しない。 

 

（遵守事項） 

第９条 請求者は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 
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（１）この要綱の定め及び職員の指示に従うこと。 

（２）台帳システムの端末機器や図面等を汚損又は破損しないこと。 

（３）自らが所持するカメラ（電磁的記録により撮影記録を保存するデジタルカメラ等

を含む。）によりモニターに表示された台帳等や台帳等の写しを撮影しないこと。

（ただし、上下水道事業管理者が認めた場合を除く。） 

（４）無断で図面の複写をしないこと。 

（５）第４条に定める閲覧等の場所から無断で図面を持ち出さないこと。 

（６）台帳等の写しを外部へ配布する等、みだりに公表しないこと。 

（７）台帳等の写しを目的以外の用途に使用しないこと。 

 

（閲覧等の制限） 

第１０条 請求者が次の各号のいずれかに該当する場合、台帳等の写しの発行を行わない

ものとする。 

 （１）交付手数料を納付しない場合 

 （２）台帳等の写しの交付の際、請求内容の全部又は一部に虚偽の事項を記入し、台

帳等の交付を受けた者又は受けようとした者 

 （３）第８条に定める同意事項に同意しない場合 

 （４）第９条に定める事項を遵守しない場合 

 （５）郵送及びファックスでの送付の場合 
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別表１ 

福島ガス㈱、東北電力㈱、ＮＴＴ東日本㈱、その他上下水道事業管理者が特

に認めた者 

 

 

附則 

（施行期日） 

  この要綱は、平成３０年７月１日から施行する。 

附則 

  この要綱は、令和元年９月１日から施行する。 

附則 

  この要綱は、令和３年２月１日から施行する。 

附則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附則 

  この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附則 

  この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


